
○春日井市学校給食運営委員会規程 

昭和43年４月25日 

教委告示第４号 

改正 昭和55年９月30日教委告示第10号 

平成19年２月１日教委告示第３号 

平成21年２月１日教委告示第２号 

平成21年７月17日教委告示第12号 

平成26年２月20日教委告示第３号 

（題名改称） 

平成27年３月20日教委告示第７号 

令和４年３月18日教委告示第２号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、春日井市学校給食調理場条例（昭和43年春日井市条例第12

号）第４条の規定による学校給食運営委員会（以下「委員会」という。）の組

織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（平21教委告示２・平26教委告示３・一部改正） 

（委員会の構成） 

第２条 委員会の委員は、次に掲げるもののうちから教育委員会が任命又は委嘱

する。 

(１) 副市長 

(２) 教育長 

(３) 小学校又は中学校の学校長 

(４) PTAの役員 

(５) 学識経験者 

(６) 前各号のほか教育委員会が必要と認めた者 

（平19教委告示３・平21教委告示２・平27教委告示７・一部改正） 



第３条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、市長が指名する副市長をもって充てる。 

３ 副委員長は、委員のうちから委員長が指名する。 

４ 委員長は、委員会を代表し、会議の議長となる。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（平21教委告示２・平21教委告示12・一部改正） 

（所掌事務） 

第４条 委員会は、次の事項を調査審議する。 

(１) 学校給食費に関する事項 

(２) 前号のほか給食業務に関する重要な事項 

（昭55教委告示10・平21教委告示２・一部改正） 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

（議事） 

第６条 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開き、議決することが

できない。 

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、委員

長の決するところによる。 

（会議の特例） 

第７条 第５条の規定にかかわらず、委員長は、議事の内容に応じ必要と認める

場合は、委員に書面を送付し、又は電磁的記録（春日井市情報公開条例（平成

12年春日井市条例第40号）第２条第２号に規定する電磁的記録をいう。）を送

信して可否を問い、その結果をもって会議の議決に代えることができる。 

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。この場合において、同条第１

項中「の出席がなければ会議を開き、議決することができない」とあるのは「が



可否を表明しなければ成立しない」と、同条第２項中「出席委員」とあるのは

「可否を表明した委員」と読み替えるものとする。 

（令４教委告示２・追加） 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、教育委員会事務局学校給食課が行う。 

（平26教委告示３・平27教委告示７・一部改正、令４教委告示２・旧第

７条繰下） 

（委任） 

第９条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が委員会にはかって定める。 

（令４教委告示２・旧第８条繰下） 

附 則 

この告示は、昭和43年４月25日から施行する。 

附 則（昭和55年教委告示第10号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成19年教委告示第３号） 

この告示は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年教委告示第２号） 

この規程は、平成21年２月１日から施行し、改正後の春日井市学校給食センタ

ー運営委員会規程第２条及び第３条の規定は、平成21年６月１日以後に就任する

委員及び委員長について適用する。 

附 則（平成21年教委告示第12号） 

この告示は、平成21年８月１日から施行する。 

附 則（平成26年教委告示第３号） 

この告示は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年教委告示第７号） 



１ この告示は、平成27年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行の際、現に在職する教育長（地方教育行政の組織及び運営に

関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号。以下「改正法」とい

う。）による改正前の法第16条第１項の教育長をいう。以下同じ。）が、改正

法附則第２条第１項の規定により引き続き教育長として在職する期間の委員会

の構成については、改正後の第２条第２号の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 

附 則（令和４年教委告示第２号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

 


